
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
1．マイナンバーカードをお持ちの方 → 両面をコピーして貼付してください。 

① 表面のコピー （のりしろ）  ② 裏面のコピー （のりしろ） 

  

 

 

2．マイナンバーカードをお持ちでない方 → 下記の書類①②のコピーを貼付してください。 

① 個人番号確認書類 （のりしろ）  ② 本人確認書類 （のりしろ） 
 
マイナンバー通知カード 

・通知カードがない場合は 

個人番号が記載された 

住民票のコピーを添付。 

 
 
運転免許証、運転経歴証明書、パスポート、身体障害者手帳、

精神障害者保健福祉手帳、療育手帳、在留カード、特別永住者 

証明書 → いずれか 1 種類（顔写真付き） 

  または 
健康保険証、年金手帳、児童扶養手当証書、税金や公共料金 

の領収書、納税証明書 → いずれか 2 種類 

 
・確認書類裏面に記載事項がある場合 → 裏面のコピーも添付してください。 
・のりしろに貼れない場合 → 貼付せずにそのまま同封してください。 

・本申請書の記載事項（住所等）に訂正がある場合 → 赤字で訂正してください。 

※寄附を行った年の翌年 1 月 10 日までにご提出ください。 
（添付書類に不備があるとワンストップ特例をご利用いただけない場合がありますのでご注意ください。） 

〒515-8515 

三重県松阪市殿町 1340 番地１ 

松阪市産業文化部地域ブランド課 

TEL 0598-53-4129 

令和 5 年寄附分
市町村民税

道府県民税
寄附金税額控除に係る申告特例申請書

令和 5 年 5 月 1 日

松阪市長　 殿

整理番号 12345200000001

住　 所

〒812-0013

福岡県基本情報市基本情報住所1

基本情報住所2

フ リ ガナ きふ　 たろう

氏名 寄附　 太郎

個人番号

電話番号 092-461-1155 生年月日 10 ・  6 ・  1

　 「 個人番号」 欄には、 あなたの個人番号（ 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２ 条第５ 項に規定する個人番号をいう 。 ）
を記載し てく ださ い。

　 あなたが支出し た地方税法第37条の２ ( 第314条の７ ) 第２ 項に規定する特例控除対象寄附金( 以下「 特例控除対象寄附金」 と いう 。 ） について、 同法附則第７ 条第
１ 項（ 第８ 項） の規定による寄附金税額控除に係る申告の特例（ 以下「 申告の特例」 と いう 。 ） の適用を受けよう と すると きは、 下の欄に必要な事項を記載し てく
ださ い。

（ 注１ ） 　 上記に記載し た内容に変更があっ た場合、 申告特例対象年の翌年の１ 月10日までに、 申告特例申請事項変更届出書を 提出し てく ださ い。

（ 注２ ） 　 申告の特例の適用を 受けるために申請を 行っ た者が、 地方税法附則第７ 条第６ 項（ 第13項） 各号のいずれかに該当する場合には、 申告特例対象年に支
出し た全ての寄附金（ 同項第４ 号に該当する場合にあっ ては、 同号に係るも のに限る。 ） について申告の特例の適用は受けら れなく なり ます。 その場合
に寄附金税額控除の適用を 受けるためには、 当該寄附金税額控除に関する事項を 記載し た確定申告書又は市町村民税・ 道府県民税の申告書を 提出し てく
ださ い。

１ ． 当団体に対する寄附に関する事項

寄附年月日 寄附金額

令和 5 年　 5 月　 3 日 100, 000 円

２ ． 申告の特例の適用に関する事項
　 申告の特例の適用を受けるための申請は、 ①及び②に該当する場合のみするこ と ができます。 ①及び②に該当する場合、 それぞれ下の欄の□にチェ ッ ク をし てく

ださ い。

①　 地方税法附則第７ 条第１ 項（ 第８ 項） に規定する申告特例対象寄附者である □

（ 注） 　 地方税法附則第７ 条第１ 項（ 第８ 項） に規定する申告特例対象寄附者と は、 ( 1) 及び( 2) に該当すると 見込まれる者を いいます。

( 1) 　 特例控除対象寄附金を 支出する年の年分の所得税について所得税法第120条第１ 項の規定による申告書を 提出する義務がない者又は同法第121条（ 第１
項ただし 書を 除く 。 ） の規定の適用を 受ける者

( 2) 　 特例控除対象寄附金を 支出する年の翌年の４ 月１ 日の属する年度分の市町村民税・ 道府県民税について、 当該寄附金に係る寄附金税額控除の控除を 受
ける目的以外に、 市町村民税・ 道府県民税の申告書の提出（ 当該申告書の提出がさ れたも のと みなさ れる確定申告書の提出を 含む。 ） を 要し ない者

②　 地方税法附則第７ 条第２ 項（ 第９ 項） に規定する要件に該当する者である □

（ 注） 　 地方税法附則第７ 条第２ 項（ 第９ 項） に規定する要件に該当する者と は、 こ の申請を 含め申告特例対象年の１ 月１ 日から 12月31日の間に申告の特例の
適用を受けるための申請を 行う 都道府県の知事又は市町村若し く は特別区の長の数が５ 以下であると 見込まれる者をいいます。
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ワンスト ッ プオンラ イ ン申請はこ ちら から ↑


